
九州大学学術情報リポジトリ
Kyushu University Institutional Repository

国立大学法人化3年目の現在

甲斐, 重武
九州大学附属図書館

鈴木, 秀樹
九州大学附属図書館

https://hdl.handle.net/2324/2971

出版情報：図書館雑誌. 100 (10), pp.674-676, 2006-10-20. 日本図書館協会
バージョン：
権利関係：



β指 図 育 緒 雑 誌 2006．10．  

特集㊥大学図書館2006  

国立大学法人化3年目の現在  

甲斐垂武・鈴木秀樹   

は，2004年にアンケート調査を実施し，2005年に  

は法人化後に組織改組を実施した大学のうち特徴  

的な大学を対象にしてインタビューによる調査を  

実施した。また，社会連携に係る諸外国の事例や  

図書館職貞の専門性に関する文献等による調査も  

行い，2006年3月に「法人化のなかの国立大学図  

書館経営」と題する報告書をまとめホームペー  

ジ3）でも公表している。法人化直後の国立大学図  

書館の変化を記録として残している点で有用な報  

告書となっている。   

法人化後の各大学図書館の組織形態や活動はす  

でに多様な方向性をもって展開しており，この報  

告書では，明確な経営モデルとして一般化するま  

でには至らなかったが，後述する学術情報基盤を  

引き合いにしながら，①学術情報基盤に立脚した  

特色ある図書館経営，②法人の事務組織としての  

標準的な経営スタイル，③図書館長・図書館管理  

職の積極的な役割，④学術情報基盤として機能す  

るための専門的職員の確保・育成 の4項目を，  

法人化後の国立大学図書館における基本的な経営  

方策として提言している。   

3．2006年：法人化3年と学術情報基盤  

元年  

法人化3年目にあたる2006年はいくつかの点で  

国立大学図書館にとって重要な年でもある。  

1点目は，『学術情報基盤の今後の在り方につ  

いて（報告）』（科学技術・学術書議会学術分科会研究  

環境基盤部会学術情報基盤作業部金 平成18年3月23  

日）の公表4）である。厳しい財政状況のなかで電子  

ジャーナルをはじめとする学術情報の電子化への   

1．はじめに  

国立大学の法人化に伴い，国立大学図書館は大  

学のなかでの位置づけの明確化がますます重要に  

なっている。これは，かつて「国立学校設置法」  

を根拠として存立した国立大学附属図書館が，法  

人化後，各国立大学の規則に拠るところとなり，  

大学目的の実現に図書館がどれだけ貢献できるか  

が問われることになったためである。   

ここでは，法人化後2年間の国立大学図書館の  

様相を概観し，法人化3年目にあたる2006年現在  

の国立大学図書館の課題を整理したうえで，学内  

での図書館の位置づけを明確化するために，九州  

大学附属図書館が進めている電子ジャーナルの共  

通経費化，機関リボジトリの構築，職呈の専門性  

向上，事務組織改組，電子サービスの充実，大学  

特有の重要課題であるキャンパス移転への対応な  

どを紹介する。  

2．国立大学図書館協会経営問題委員会  

報告書  

2004年4月，当時89の国立大学が，国立大学法  

人法を設置根拠とする法人格を有する組織に移行  

した。大学の法人化に伴う図書館の変化について  

はいくつかの報告いコ）があるが，ここでは，国立大  

学図書館協会の経営問題委員会による調査結果を  

紹介したい。  

「国立大学法人の図書館経営を調査し，今後の  

国立大学法人の実質化のなかでそれぞれの図書館  

が特色をもって展開できる多様な経営モデルを提  

示すること」を目的として設置されたこの委員会  
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がみえてきたが，その点について九州大学附属図  

書館の例をみてみよう。  

（1）学内での位置付けの明確化   

法人化前から，副学長の一人が附属図書館長を  

兼務している九州大学では，図書館長のリーダー  

シップを発揮しっっ学内のさまざまな意思決定の  

機会で，図書館の位置付lナの明確化を戦略的に進  

めている。   

例えば，学術情報基盤報告で掲げられている電  

子ジャーナルの共通経費化については，数年釆の  

重要課題であったが，役員会や財務の委員会にお  

ける説明，図書館商議委員会やその下の各種専門  

委貞会による全学的な審議と協議，館長による部  

局の長への説明，図書館職員による部局教員等へ  

の説明を精力的に重ね，時間をかけて着実に展開  

してきた。人文社会科学分野や特別な事情による  

特定部局が抱く不公平感についてほ，学生用図書  

や大型資料の購入経費配分について配慮する等に  

よって，バランスを図るなど総合的に学内調整を  

進めている。   

また，機関リボジトリの構築についても，九州  

大学研究者情報データベースとの連携，オースト  

ラリアの大学への職員派遣（6か月）による実践的  

な機関リボジトリにかかる最新技術の習得など，  

大学全体ならびに全国的な活動に資するような方  

策を打ち出して図書館の役割の理解を深めるよう  

にしている。  

（2）研究開発機能と職員の専門性向上   

大学図書館の特長のひとっは，図書館がかかえ  

る問題についての専門家が学内にいるという点で  
ある。システム・データベース・ネットワーク・  

電子化・建築・古文書・著作権・個人情報保護な  

どさまざまな問題を身近の専門家に意見を求め，  

時には学生も含め学内資源を活用（インソーシン  

グ）できる点は大学図書館の有利な点である。本  

学図書館では1996年から研究開発室を設置し，い  

くつかのテーマについて学内の研究者が専任・併  

任で研究している。   

その研究開発室の活動には図書館職員も加わり  

職員研修の機会ともなっている。リンクリゾルバ  

を使った高度な電子サービスの充実をはじめ，IC  

タグ実験，自動書庫の運用，貴重資料の電子化   

対応を迫られている現状や環境を踏まえ，「学術  

情報基盤」としての図書館が担うべき役割や今後  

の対応策がまとめられている。今後の対応策6項  

目，すなわち，①大学内での戦略的な位置づけ，  

②電子化への積極的な対応，③大学図書館の強化  

すべき機能，④目録所在情報サービス，⑤サービ  

ス機能の強化，⑥社会・地域との連携，は法人化  

後の国立大学図書館にとっても，学内での位置づ  

けを明確にする際の具体的な基準として活用でき  

る。   

2点目は，上述の学術情報基盤報告においても  

重要課題とされている機関 リボジトリが大きく進  

展しっつある点である。世界規模での急速な展開  

をうけ，国内においても国立情報学研究所が，最  

先端学術情報基盤の構築のための支援事業（CSI  

事業）として，2005年度に19大学に委託事業を行  

い，2006年度には公募による事業委託によって全  

国規模の推進を行っている。各大学図書館にとっ  

ては，機関リボジトリの構築と運用を通して大学  

の情報発信機能に積極的に関与することによっ  

て，学内での図書館の位置づけを明確化できる契  

機となっている。   

3点目は，法人化3年員という年は6年間の中  

期計画の中盤に位置するという点である。最初の  

2年間を評価し，中期計画全体の到達を考慮して  

必要な場合は再検討，軌道修正が迫られる年でも  

ある。たとえば複数年の評価が必要な教育評価に  

ついては中期計画後半期での達成が求められ，大  

学図書館にとっても授業連携，情報リテラシー教  

育支援が重要になってくる。高校において新科目  

「情報」を履修した新入生が入学するのも2006年  

からである。さらには，2007年から数年間，団塊  

の世代といわれる職員が相当数定年退職するなか  

で，その知識と技術と経験を継承しつつ図書館  

サービスの質量の維持向上が迫られる。図書館職  

員の専門性確保が改めて重要になっている。  

4．九州大学附属図書館の取り組み  

以上のように，2006年に法人化3年目を迎えて  

いる国立大学図書館は，学術情報基盤という役割  

を果たしながら，大学固有の課題に取り組みつ  

つ，学内における地位の明確化を図るという構図  
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間，学生や教員，図書館・図書館資料の分散化が  

大きくなるため，全学的な学術情報のアクセスを  

保証することが図書館に課せられた重要な課題で  

ある。新図書館の開館や資料の移転を円滑に遂行  

すること，一時的に分散する資料の学内配送サー  

ビスや電子的なドキュメントデリバリーサービス  

も併せて充実させることなどを通して，新キャン  

パス移転期間中であっても図書館が確実にサービ  

スできる点の評価を得るようにしている。   

また，九州大学ではアジア重視の国際貢献を標  

模しているが，図書館では特に韓国の大学図書館  

等と協力事業を進めている。ソウル大学校図書館  

職員の研修（6か月）の受け入れや，釜山大学校と  

連携して公共図書館・学校図書館を含めた国際シ  

ンポジウム開催するなど地域交流モデルを構築し  

ようとする取り組みほ，大学目標に合致するもの  

として学内でも大きな評価を得ている。  

5．おわりに  

以上のように，法人化3年目にあたる2006年現  

在の国立大学図書館は，学術情報基盤という新た  

な標準的な課題に対応しっつ，それぞれの大学に  

特有な重要課題の解決や大学の個性を発揮できる  

目的実現に専念している。そのような状況で，6  

年間の中期計画の後半を迎えようとしている。大  

学における図書館の位置づけが一層明確になる重  

要な岐路に立っている。  

大 子＝  
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図1．図書館事務組織の改組  

ラテン語資料，新図書館のデザインコンセプト，  

海外図書館との交流など，本学図書館の個性的か  

つ先進的な事業には，研究開発室の成果とそれに  

よる図書館職員の専門性向上が反映している。ま  

たこの良好な関係を学内に広く認知してもらうよ  

うに努めている。  

（3）事務組織として企画部門を創設   

図書館の事務組織の改組を法人化2年目に実施  

した。課の構成として，情報管理課・情報サービ  

ス課・情報システム課であったものを，図書館企  

画課・利用支援課・コンテンツ整備課に改組し  

た。かつては，資料を収集・整理する課と，資料  

を保存して利用に供する課によって遂行する図書  

館業務の下支えとしてシステム課が位置していた  

が，新たに企画書肝ヨを創り図書館業務全体を先導  

する構図（図1）にした。この構図は，大学の事務  

組織も同様に企画部門が事務全体の筆頭に位置す  

るのと呼応している。図書館事業を，計画的に企  

画立案し，評価して，大学目的の実現を支援する  

ための最適な体制にして，学内における図書館の  

姿勢を学内外に示すところとなった。  

（4）大学固有の課題解決：大学移転，アジア重視   

大学が抱える重要な課題に対して図書館がどれ  

だけ貢献できるかは大事な点である。   

九州大学では2005年10月の工学部等の一部移転  

にはじまり，今後10数年かけて福岡市西部の新  

キャンパスに断続的に移転を行っていく。その  
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